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税率構造の累進性
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はしがき

　最近，税制の抜本的見直しが行われ，所得税についても大幅な改革が提案さ

れている。すなわち，税率穣造の大幅な改正を中心とする累進構造の緩和を目

指した負担水準の軽減化が図られようとしている。税率構造の累進性が強過ぎ

たり，あるいは負担水準が高過ぎたりすると，勤労意欲や事業意欲をそぎ，経

済の活力を失わせ，また，所得分割による租税回避の誘因ともたり，結果的に

課税の公平を損なうことにもな私さらに，貯蓄に対する阻害効果も無視でき

ないものとなろう。他方，税率構造の累進性を弱めれぱ，所得再分配効果が低

下L，税負担の垂直的な公平を期すことが困難になる虞れが生ずる。このよう

に税率構造の累進性が持つ意味は重大であるにもかかわらず，従来は税率構造

の累進性について一般的・抽象的にしか議論されず，どの程度累進的なのか，

どの程度比例的なのか，どの程度逆進的なのか，具体的な基準について論議さ

れることは殆どなかった。そこで，本論文では，以上のような議論の根拠とL

て役立つであろう税率構造の累進性を測定するための基準およびその評価につ

いて論じる。

　第I節では，これまで開発された種々の累進度指標について分析し，第皿節

では，所得分布モデルを用いて各累進度指標の特徴を明らかにする。そして，
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第皿節ではわが国の給与所得課税について各累進度指標の値を測定し，税率構

造の累進性を吟味し，累進度の推移等について検討する。最後に，わが国の所

得税率穣造の累進性におげる間題点を指摘し，結びにかえる。

I．累進度の測定基準

　税率構造が累進的であるか，比例的であるか，あるいは逆進的であるかを判

断するために様々な基準や指標が用いられており，どの基準や指標を用いたら

良いのかについては，それぞれ長所・短所があり，明確な繕論が出ていない。

しかしながら，一般的に，所得階層を上がるにつれて，平均税率が上昇する場

合を税率構造が累進的と言い，平均税率が一定にとどまっている場合を比例的

と言い，平均税率が低下する場合を逆進的と言うことは認められていよう。言

い換えれぽ，限界税率が平均税率を上回れぱ累進的，等しけれぱ比例的，下回

れぱ逆進的と言えよう。

　しかしながら，こう言った基本的な定義は，殆ど全ての累進度指標に当ては

まるので，これだけではどの指標を用いるべきかは決められない。また，いく

つかの指標を適用しても，所得階層を上がるにつれて，それらの指標による累

進度が様々に変化し，場合によっては反対の方向に変化することさえありう

る。さらに，所得階層上のある点におげる累進度も，ある税率構造から別の税

率構造に移った場合，用いる指標によって上下する可能性が存在するのであ

る。

　税率構造の累進度を測定する指標は大別すると，次の2つに分けられよう。

第1は，税率構造のみに依存する指標（structua1prOgressivity　index）で

あり，これは税率構造上のある点における累進度を問題とする局所的な指標

（pointwise　or　local　progressivity　index）である。第2は，税率構造の一部

分だげではなく，税率構造の全体，さらには所得の分配にも依存する累進度指

標（91obal　or　distributional　progressivity　index）である。この分配概念に
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よる累進度指標はさらにジニ集中度係数に基づく指標と，均等分配等価所得概

念に基づく指標とに分けられる。以下，順次これらの累進度指標概念を挨討し

て行こう。

　1．局所的な累進度指標

　Musgrave　and　Thin（1948）は，税率表上のある点における累進度を測定

する基準として次の4つを挙げている。

　（ユ）平均税率による累進度（AYerage　rate　progression）

所得珊の時の税負担をTO，所得ア1の時の税負担をT。（但し，K＞y。）

とすると，次式で定義される。

　　　τ・／K一τO／η

　　　　　yi一γ0

この式の値が正ならば累進的，0に等しけれぱ比例的，負ならぱ逆遭的とな

る。この累進度は税額の所得に対する比率を示す実効税率曲線の勾配で示され

る。実効税率曲線は次第にフラットになる傾向があり，累進度は所得階層を上

がるにつれて低下する傾向がある。

　（2）隈界税率による累進度（Margina1rate　progression）

この基準は，PigOuによって示唆されたものであり，次式で示される。ω

　　　（T・一τ・）／（篶一y・）一（Trハ）／（K一γO）

　　　　　　　　　　　　γr　K

ここで，y里はy・より，γ・はγOより僅かに大きい。この場合も，式の値

が正ならぱ累進的，Oに等Lけれぱ比例的，負ならぱ逆進的となる。平均税率

による累進度と同様に限界税率による累進度の場合も，所得階層を上がるにつ

れて累進度は低下する傾向がある。

　（3）税負担による累進度（Liability　progression）

所得の変化率に対する税負担の変化率の割合で示され，税負担の所得に対する
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弾力性を表している。

早稲田商学第323号

T。一TO　　γ0

τO　　K一γ0

弾性値が1より大きげれぱ累進的，1に等Lげれば比例的，1より小さければ

逆進的となる。この値は両対数図表で所得に対する税負担額を図示Lて得られ

る曲線の勾配で示される。

　（4）残余所得による累進度（Residual　income　progression）

税引き前所得の変化率に対する税引き後所得の変化率の割合，すなわち税引き

後所得の税引き前所得に対する弾力性で示される。

　　　（γ・一τ・）一（η一τ。）　　K

　　　　　　γ0－TO　　　　K－XO

表1局所的累進度（昭和60年給与所得）

（単位：万円，％）

所得階層　区　　分
平均　平均　平均　平均税率　税負担　残余所得
所得税額税率累進度累進度累進度

　O－　1O0　　　　　　76．9

100一　ユ50　　　　　ユ28．3

150－　200　　　　　178．3

200－　250　　　　　228．3

250－　300　　　　　278．5

300－　400　　　　　352．1

400－500　　　　　452．2

500－800　　　　　6ユ4．5

800－1000　　　　897．0

1000－1500　　　　　1183．4

1500－2000　　　　　1728．5

2000－　　　　　　　　2840．6

　O．6　　　0．7

　2．5　　　ユ．9

　5．3　　　3．0

　8．1　　3．6

ユO．4　　　3，7

14．0　　4，0

21．0　　4，6

39．6　　　6，4

91，8　　　10．2

168，8　　　14．3

379．2　　　　2ユ、9

936，9　　　　33，O

O．24
　　　5，14
0，20
　　　2，87
0．12
　　　ユ．90
0，03
　　　1，26
0，03
　　　1，31
0，07
　　　1，77
0，11
　　　2，48
0，13
　　　2，87
0，14
　　　2，63
0，14
　　　2，71
0，10
　　　2．29

比例税の場合　　　O

累進税の場合　　　＞O

逆進税の場合　　くO

　1

〉1

〈1

O．97

0，96

0，97

0，99

0，99

0，97

0，93

0，87

0，81

0，72

0，64

　1

＜1

＞ユ

（出所）国税庁互魏務統計からみた民間給与の実態』昭和60年より作」戎

ユ38



　　　　　　　　　　　　　税率構造の累進性　　　　　　　　　　　　　エ39

前者とは逆に，1より小さげれぱ累進的，等しげれぱ比例的，大きけれぱ逆進

的となる。

　以上の局所的累進度指標の特性を知るために，昭和60年の給与所得および税

額の分布を利用して累進度の測定を行った結果が表1である。＝2］なお，限界税

率による累進度は所得階層区分の問隔が広いため計測していない。この表から

も判るように各累進度指標が個々の所得階層区分において異なっているように・

その累進度の変化幅も大きく異たっており，また変化方向も必ずしも同一では

ない。

　平均税率による累進度の値は，最低所得階層が最も大きく，所得階層を上が

るにつれて小さくなり，税率構造の累進性の減退を示している。中所得階層で

累進性が最も低くなり，そこから高所階得層に向かうにつれてやや累進性を取

り戻すようになる。しかし，最高所得階層では累進性がそれまでより弱まる傾

向がみられる。税負担による累進度も増減分や変化の方向に若干の違いはある

ものの，傾向的には平均税率による累進度とほぼ同じ動きを示してい私これ

に対し，残余所得による累進度は前二者と明らかに異たった動きを示す。最低

所得階層から中所得階層までは僅かに累進性を示しているが，中所得階層から

上がるにつれて累進度が高まり，最高所得階層で最も累進度が高くなっている。

　これらの指標はすべて同一の税負担の組合せについて述べているが，指標の

内容にはかたり大きた隔たりカミ存在す飢租税構造の累進性に関しては・平均

税率や税負担による累進度のように税負担が配分される方法だけを問題とする

のではなく，残余所得による累進度のように税引き後所得の分配への影響を考

慮する必要があろう。

　これらの指標のどれを重視するかについては価値判断を伴う。例えば，税率

構造の累進性を変えずに増税すると仮定しよう。まず，平均税率による累進度

を一定に保つ場合，すべての税負担額が同じ割合だげ増即することになり，段

階税率は所得階層を上がるにつれて上昇率を高めていく。税負担累進度を一定
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に保つならぱ，すべての段階税率は同じ比率で上昇する。残余所得による累進

度を一定に保つ場合は，段階税率は所得階層を上がるにつれて上昇率を低下さ

せていく。この場合，低所得階層は累進性不変を平均税率による累進度で解釈

したいと思うであろうし，反対に高所得階層は残余所得による累進度で解釈し

ようとするであろう。

　2．分配概念による累進度指標

　以上のような税率表上のある点におげる累進度を計測する試みとは別に，実

証的な観点からは税率構造全体を反映するような累進度が必要とされる。とい

うのは全体的た累進度の比較により税率構造を1頃序づけることができ，しかも

累進度に関してその再分配効果についての言及が可能となるからであ飢

　A．ジニ集中度係数による累進度

　（1）実効累進度（胱ective　progression）

　Musgrave　and　Thin（1948）は前述の4つの基準の他に第5の基準として

全く異なるアブローチを取り，累進度を単に税率構造だけでなく，所得の分配

にも依存するものとして，次のように定義した。

　　　　　　1－G〇
　　　五P＝
　　　　　　1－G6

ここでα，Gαはそれぞれ税引き前と税引き後の所得に関するジニ集中度係

数である。五Pが1より大きけれぱ累進的，1に等しけれぱ比例的，1より小

さげれぱ逆進的である。

　（2）ベックマソ・オクナー指標（Pechman－0kner　index）

　Pechman　and　Okner（1974）は累進度の指標として，次の定義を採用し

た。

　　　　　　Gα一α
　　　P0＝
　　　　　　　α
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P0が負であれぱ累進的，Oに等しければ比例的，正であれぱ逆進的である。

　（3）リュー指標（Liu　index）

　Liu（1985）は租税構造が全体として累進的であるために①は税率表の全て

の点において累進的であり（そのことは平均税率が税率表に沿って単調に上昇

しなけれぼならないことを意味する），なおかつ②税弓ほ後の所得をより均等

に再分配させる（そのことは税引き後所得のローレンツ曲線が税引き前所得の

それよりも内側に位置すると言う関係（LOrenz　dominance　relationship）が

成立することを意味する）ものでなけれぱならないとし，MusgraYe　and

Thinの実効累進度の1つの変形とLて，累進度を

　　　z＝α一Gα

と定義した。ZがOより大きげれぱ累進的，等しげれぱ比例的，小さけれぱ逆

進的となる。Liuによれぱ，指標LはMusgrave　and　Thinの4つの局所

的な基準のうち税負担による累進度基準を除く3つの基準による判定と一致す

る。

　（4）ケタン・ポッダー指標（Khetan－Poddar　index）

　以上の分配概念による累進度指標は一定率の付加税が課された場合には，い

ずれも累進度が変化してしまうため税蚊の変化に対して中立的な累進度指標が

必要であるとLて，Khetan　and　Poddar（1976）は，次のような指標を提案

した。

　　　　　　1一α
　　　KP＝
　　　　　　1一α

ここではαローレソツ曲線を描く際に，縦軸に所得を取る替わりに税額を取

った場合に描かれる税の集中度曲線に基づく集中度係数である。ローレンツ曲

線よりも税の集中度曲線のほうが凹であれぱ，累進的となる。すなわち，KP

が1より大きけれぱ累進的，等しげれぱ比例的，小さげれぱ逆進的となる。

　（5）カクワニ指標（Kakuwani　index）
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　Kakuwani（1977）によれぱ，累進度は次の指標により求められる。

　　　P＝α一α

PがOより大きけれぱ累進的，0に等Lげれぱ比例的，0より小さいけれぱ逆

進的となる。Pの値は一2から1の間にある。所得が完全に不均等に分配され，

しかも税がすべて所得のない人に課せられるケースでは一2となり，所得が完

全に均等に分配され，しかも税が完全に不均等に課せられているケースでは1

となる。なお，このPと前述の工との関係は

　　　Z＝免1〕／（1一免）

であり，〃は平均実効税率（すなわち，税の高さ）を表している。帽〕1〕の値は

全所得階層におげる平均税率の比例的な上昇によっても変わらないが，工の値

は変化する。このためKakuwaniは，累進度は再分配に及ぽす影響からでは

なく，比例性からの税率表の乖離を測定すべきであるとして，zのような指標

を不適当とした。これに対して，「平均税率は全体の累進度を測定する際には

問題にならないとするKakuwaniの主張は，全体の累進度は再分配効果とは

独立した税率表の穣造的側面だけによって測定されるとする誤った考えに基づ

いており，しかも指標Pは局所的な累進度基準のうち税負担による累進度基準

を暗黙のうちに受げ入れており，他の3つの基準に基づく判定とは一致しな

い。」と言うLiuの批判がある。＝4］

　（6）スーツ指標（Suits　index）

　Suits（1977）は税引き前所得と税負担の分布に基づいた単一の集中度係数

Sを累進度の指標とした。㈲すなわち，横軸に所得の累積分布と縦軸に税負担

の累積分布を取った場合の集中度係数を計算した。SがOより大きげれば累進

的，等しけれぱ比例的，小さけれぱ逆進的となる。Sが1であれぱ完全に累進

的であり，一1であれぱ完全に逆進的である。低所得階層では逆進的，高所得

階層では累進的というように所得と税負担の関係を示す曲線が捻れている場合

にも，S：0となりうるが，このような場合明らかに比例的とは言えないであ
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ろう。在お，Khetan　and　Poddar（1976）はスーツ指標とは定義ば異なるが

明らかに同一の概念に基づいた指標KP2を作成していた。両者の関係は

K1〕2＝1／（1－S）で示され机

　B．均等分配等価所得概念に基づいた指標

　これまでの累進度指標で用いた不平等係数（ジニ集中度係数）はローレソツ

曲線に基づいており，杜会的厚生関数が対称かつ厳密な意味で準凹（Symme－

triC　and　StriCtly　quaSi－COnCaVe）であるときローレンツ曲線による順位付げ

と同等になる。しかし，税引き前と税引き後の所得によるローレソツ曲線が交

差する場合には一意的に不平等の順位を確定できなくなる。ジニ集中度係数は

ローレンツ曲線が交差しているか否かを問わず，如何たる分布であろうともそ

の不平等度を計測・比較できる。要するに，ジニ集中度係数においては暗黙の

うちに低所得階層における不平等と高所得階層における不平等とを何等かの形

で評価しているのである。

　これに対して，アトキンソン（1970）は杜会的厚生との関連を直接的に有す

る不平等の尺度を提案した。これが均等分配等価所得概念に基づくアトキソソ

ソ尺度と呼ぱれるものである。アトキンソン尺度λの定義等の詳細については

主題からそれるのでここでは触れないが，アトキンソン尺度のバラメータεは

不平等回避の程度（degree　of　inequality　aversi㎝）を表しており，その値

が大きくなるにつれ低所得老の置かれている相対的位置を不平等判断に際して

より重視する内容を持っていることに注意する必要があ㍍また，アトキソソ

ソ尺度を用いる別の利点はローレソツ曲線の交差を図を描かずにチェックでき

ることにある。すなわち，εの値を大小2つ選んでλの値を計算した時不平等

の順序付けが異なっていれば，ローレンツ曲線が交差Lていることにたる。

　累進度の測定においても，この様な特性を持つアトキンソン尺度を有効に利

用することができる。

　（1）実効累進度2
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Musgrave　and　Thin（1948）の提案Lた実効累進度亙Pの計算において，

ジニ集申度係数の代わりにアトキンソン尺度Aを用い乱

　　　　　　1一λα
　　Eア2＝
　　　　　　1一λδ

　ここで，地，んはそれぞれ税引き前と税引き後の所得に関するアトキン

ソン尺度である。亙〃〉1であれぱ累進的，亙〃＝1であれぱ比例的，E〃＜

1であれぱ逆進的である。

　（2）キーファー指標（Kiefer　index）

　Kiefer（1984）は累進度としてアトキンソン尺度間の比率を取る代わりに絶

対的な変化を敢った。すなわち，

　　　K＝λゐ一λα

である。K＞0ならぱ累進的，K＝0ならぱ比例的，K＜Oならぱ逆進的であ

る。Kの値は平均所得に比して均等分配等価所得の水準が租税によってどれだ

け上昇したかを示している。E〃の場合，税引き前所得の分配が均等であれ

ぱあるほど（地が小さけれぱ小さいほど）地とλαとの差が同じであっ

ても五〃の値は小さくなる。Lかし，Kieferは様々な水準の不平等におげ

る所得分配の改善についての価値判断はλの依拠する杜会的厚生関数の中で既

に成されており，改めて判断をする必要はないので，EP2よりもKを用いる

方カミ適当であるとしている。

皿．所得分布モデルによるシミュレーション

　1．分布モデル

　税の累進度を測定する目的は犬別して，1）税負担の分配（所得階層間の税

負担配分）の評価と，2）所得分配に及ぼす税制の影響（再分配効果）の評価

とが挙げられるであろう。これまで述べてきた各種の累進度指標はそれぞれの

目的に沿って定義されており，盗意的に一つの指標のみに依拠して判断するこ

一44
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表2　所得分布モデル

145

（単位：万円）

N　　所得階層　　中央値　　度　数　　累積度数　所得金額　累積所得金額

1　　　　　0～　100　　　　　　　50　　　　0．04869　　　　0．04869　　　　2，434

2100～150　125
3　　　　150～200　　　　　　175

4200～250　225
5　　　　250～　300　　　　　　275

6300～350　325
7　　　　350～　400　　　　　　375

8　　　400～450　　　　　　425

9　　　450～　500　　　　　　475

10　　　　500～550　　　　　　525

11　　　　550～　600　　　　　　575

12　　　　600～　700　　　　　　650

13　　　700～800　　　　　　750

14　　　800～1000　　　　　　900

15　　　1000～1500　　　　1．250

16　　　1500～2000　　　　1，750

O．10294　　　　　0．15163　　　　12．868

0．12583　　　　0．27746　　　22，．019

0．12545　　　　　0．40291　　　　28．227

0．11082　　　　0．5］二373　　　　30．476

0．08536　　　　　0．59910　　　　27．742

0．06874　　　　　0．66784　　　　25．777

0．05217　　　　0．72001　　　22．174

0．04611　　　　　0．76612　　　　21．900

0．03257　　　　0．79868　　　17・097

0．02813　　　　　0．82681　　　　16・173

0．03994　　　　0．86674　　　25．958

0．02527　　　　　0．89201　　　　18・949

0．02949　　　　0．92150　　　26．540

0．02137　　　　　0．94287　　　　26．713

0．00385　　　　0．94672　　　　6，732

　2．434

15．302

37，322・一

65．549

96．025

123．767

149．545

171．719

193．619

210．716

226．889

252．847

271．797

298．337

325．050

331，782

とは不適切であろ㌔各々の指標の特徴と含意とを理解した上で，これらの指

標を積極的に利用することが肝要であろう。

　以下では，これらの指標の特徴や性格を明らかにするために，所得分布毛デ

ルを設定し，代表的な租税関数のもとで各種の累進度指標がどのようた動きや

如何なる特徴を示すかを考察する。

　所得分布毛デルは，対数変換された所得10gツが平均刎，分散82の正規

分布に従っているとき，次の確率密度関数

八川・）一、÷物［一÷（’0g芸■刎ヅ1

で表される対数正規分布を基礎とする。平均及び分散は，昭和60年の給与所得

の平均および分散に近似させて，刎＝5．66447，s2；．41435（平均288万円，平

均十標準偏差＝549万円，平均一標準偏差：152万円）とした。所得階層は税務
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統計などでは12階級を取っているが，不平等係数はグループ化の方式に非常に

敏感であり，ローレンツ曲線の滑らかさを出すためにも・なるべく階級数の多

い方が望ましいので16階級とし，Oから2，000万円までの範囲に限定Lた。一6〕こ

れは全人員の約95劣をカバー’Lている。なお，各所得階級における所得金額は

その中央値を取って平均値とし，その所得階級の度数を乗じて求めた（表2参

照）。こ、の所得分布モデルによる税引き前のジニ集中度係数αは0．35980であ

り，アトキンソソ係数λはε＝0．5のとき0．10553であり，ε二2・5のときO・46777

である。｛7〕

　2．累進度指標の測定

　この所得分布に対Lて2つのタイプの租税関数を適用L，税負担及び税引き

後所得の分布を求め，累進度をこれまで述べた指標によって測定してみよ㌔

1つは弾力性βを一定とLた指数関数タイプ（T＝αγ肩）であり，もう1つは

1次関数（T＝α十π）である。後者の場合，隈界税率あは一定であるため，

αがマイナスの値を取った場合の控除額によって累進度を確保Lている。帽〕な

表3　所得分布モデルによる不平等係数

税引　き　後
租税関数のタイブ

Gα λε＝．5 λε＝2．5 α

ケース　　1　T二．02＊γ1・9 ．33468 ．09136 ．43393 ．61757

ケース　　2　T＝．02398＊ア1・8 ．33707 ．09267 ．43600 ．59302

ケース　　3　τ＝．01662＊γ2・o 、33240 ．09011 ．432工0 ．64102

ケース　　4　T＝2＊（．02＊γ1・9） ．30414 ．07580 ．39390 ．61757

ケース　　5　τ二．02＊（γ＊2）ユ・9 ．30861 ．07795 ．39967 ．61757

ケース　　6　τ＝一．3＋．1744＊γ ．32600 ．08545 ．35613 ．70666

ケース　　7　τ二一．28＋．1687＊γ ．32825 ．08668 ．36228 ．68351

ケース　8　T＝一．3196＋．18＊γ ．32379 ．08425 ．35023 ．72929

ケース　9　T12＊（一．3＋．1744＊γ） ．28489 ．06501 ．26257 ．70666

ケース　10　T＝一．3＋．1744＊（γ＊2） ．34206 ．09455 ．40338 ．47682
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表4　所得分布モデルによる累進度の測定
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ケ 一

1 EP 一 P0 工 KP P S 肋　1・
ス 1一・・1一λ・ト・・

ε二2．5

1 1．03923 一．06981 02512 1．67404 25777 31376 1．01584
1
．
0
6
3
5
9
i
．
0
1
4
1
7
。
．
。
。
。
7
．
r
．
1
。
。
。
。
．
。
。
。
。
。
r
。
。
。
。
。
1
二
1
1
1
1
／
1
1
：
1
；
1
　
　
　
　
　
　
1

03385

2 1．03550 ＿．06317 02273 1．57306 23322 28137 1．01437 03177

3 1．04280 一．07615 02740 1．78339 28122 34527 1：01724 03567

4 1．08694 一．15467 05566 1．、67404 ．25777 31376 1．03323 07388

5 1．07996 一．14228 05119 1．67404 25777 31376 1．03083 06810

6 1．05280 一．09395 03380 2，182垂6 34686 34686 1．02245 1．20977 02008 11165
7 1．04928 一．08768 03155 2．02282 32371 32371 1．02107 1．19822 ．＝01885 10550

8 1．05625 一、工0008 0360ユ 2．36491 36949 36949 ユ．02379 ヱ．22085 02ヱ28 エユ754

9 1．11700 一．20818 07490 2．18246 34686 34686 1．04530 1．38557 04052 20521
10 1．02270

一．04929．01773　　　　　　　≒

1．22368 11702 11702 1．01227 1．12098 01097 06439

お，税負担の分布がこのような租税関数で表される隈り，税引き前と税引き後

の所得分布が交差する心配はない。

　まず，弾力性を一定とした租税関数の場合であるが，租税関数をτ＝O．02γ1．9

と特定化したのがケース1である。ケース2及びケース3ばそれぞれ定数項α

と弾性値βを変えることによってケースユとほぼ同一の税収を確保している。

ヶ一ス1，2，3のうちで，当然のことながら，定数値を小さくし，弾性値を

高くしたケース3がどの指標によっても最も累進度が高く，定数項を大きくし，

弾性値を小さくしたケース2が最も累進度が低い。

　ケース4では，定数項に2を乗ずることにより税額を倍加させたが，KP，乃

5の3つの指標はケースユと同値であり，弾力性の変化を伴わない平均税率

の変化には影響を受けないことが示されている。KP，片Sの3つの指標は税

収に対して中立的（yie1d　neutra1）な指標と言えよう。これに対L，他の指

標は税引き後の所得分布が影響を受けるため，いずれも累進度は上昇する。租

税関数は同じであるが，所得を2倍にしたのがケース5である。やはり，弾性

値が変わっていないから，KP，只3の値はケース1，4と同じである。その
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他の指標はケース4と同様に累進度は上昇しており，税率構造不変でも所得が

上昇すると累進度は強まることが示される。

　次に，一次の租税関数（τ＝α十ろγ）の場合を考察しよう。ケース6，7，

8はケース1，2，3と同じ税収を上げるように設定されている。一次関数の

方が概して累進度が高いが，これは低所得階層ではマイナスの定数項が効いて，

負の所得税が支払われる結果になるからである。ケース6，7，8を比較する

と，隈界税率ゐが高く，控除額一α（マイナスの定数項）の大きいケース8の

累進度が最も高い。

　ケース9は租税関数に2を掛け，税額を2倍にした場合であるが，KP，P，

Sの値はヶ一ス6と同じである。すなわち，ここでもKP，1〕，Sは弾力性の

変化を伴わない平均税率の変化には影響を受げないことが示される。したがっ

て，これらの指標は所得分配に与える税制の影響を考察するものではなく，納

税老の支払い能力という観点からみた累進度指標としてぱ適当ではたいであろ

う。ケース10では，租税関数を変えずに所得額を2倍にLたが，租税関数が一

次のため控除額に基づく累進性は急激に低下しており，弾力性一定の指数関数

タイブの租税関数とは際立った対照を見せている。たお，租税関数が一次の場

合1〕とSは同値になる。

皿．わが国の所得税への累進度指標の適用

　この節では，わが国の所得税制度に対して分配概念による累進度指標の適用

を試みる。利用データは国税庁の『税務統計からみた民間給与の実態』で，給

与階級別の給与所得考数，給与額，税額を取った。なお，給与所得老は1年を

通じて勤務Lたものに隈定した。データ期間は昭和40年から昭和60年までの21

年間である。

　上述のように累進度指標は一般にグループ化の方式に敏感であるが，給与所

得考は11から13の階級に分けられており，しかも各階級の間隔は年によって異
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表5　給与所得と税負担の分布
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（λγ，λτの単位：千円）

年　　λγ　λT　α Gα

ε二．5 ε＝2．5

α
λろ　　　λα　　　λあ　　　λα

40　　　　　507　　　　24　　．34403　　．32455

41　　　　　549　　　　24　　．33849　　．32090

42　　　　　620　　　　26　　．33037　　．31347

43　　　　706　　　　30　　．33131　　．31354

44　　　　　810　　　　36　　．31951　　．30296

45　　　　940　　　　42　　．31724　　．30304

46　　　1・057　　　　45　　・31537　　．30226

47　　　1・213　　　　57　　・31332　　．29884

48　　　1・463　　　　77　　・31415　　・29771

49　　　1．821　　　　77　　．30587　　．29539

50　　　2．030　　　　74　　・30091　　．29176

51　　　2．289　　　　95　　．30171　　．29171

52　　　2．457　　　101　　．30233　　．29207

53　　　2．602　　　117　　．30663　　．29565

54　　　2．790　　　138　　．31171　　．29923

55　　　2．948　　　157　　．31683　　．30344

56　　　3．091　　　172　　．31857　　．30453

57　　　3．197　　　184　　．31985　　．30555

58　　　3．292　　　190　　．32803　　．31339

59　　　3．401　　　194　　．32854　　．31377

60　　　3．517　　　207　　．33362　　．31850

．09935　　．08708　　．39668　　．37477　　．72785

．09635　　．08538　　．40182　　．38271　　．72041

．09220　　．08181　　．39287　　．37502　　．71963

．09241　　．08158　　．36786　　．34758　　．73647

．08651　　．07668　　．35866　　．33954　　．67527

．08437　　．07607　　．34810　　．32994　　．62033

．08435　　．07664　　．35745　　．34041　　．60791

．08309　　．07480　　．34318　　．32443　　．60858

．08304　　．07389　　．34790　　．32684　　．60793

．07702　　．07107　　．30367　　．28881　　．54234

．07462　　．06946　　．30354　　．29052　　．54314

．07530　　．06967　　．31564　　．30145　　．53181

．07547　　．06975　　．31886　　．30455　　．54238

．07809　　．07188　　．33778　　．32229　　．54051

．08098　　．07385　　．35297　　．33563　　．55130

．08386　　．07613　　．37066　　．35187　　．55428

．08470　　．07662　　．37413　　．35454　　．55730

．08546　　．07725　　．38194　　．36166　　．55448

．08963　　．08114　　．39762　　．37672　　．56722

．08953　　．08089　　．38922　　．36807　　．57317

．09250　　．08361　　．40527　　．38345　　．57500

（出所）　国観庁『税務統計からみた民問絵与の実態』各年

なっているが，昭和50年以降は12階級で，階級問隔も固定されたままである。

階級数が12ではやや少なく，ローレンツ曲線の滑らかさに欠げる煩向がみられ

るが，しかし第12階級の最高所得階級の占める所得金額の割合は約1劣以下で

あり，ジニ集中度係数が過小評価される心配は少たい。

　表5では，給与所得老の年平均所得λγと年平均税額λτ税引き前と税

引き後のジニ集中度係数α，0α及びアトキンソン尺度”，んと税負担の

分布によるジニ集中度係数αの推移を示してある。昭和40年から60年の間に
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表6　給与所得課税の累進度

E1〕2 K

年E1〕POZKPP∫　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ε＝O．5ε＝2．5ε二〇、5＝ε！25
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　i
．01．0。。70一．05663．0．9．8。．4．03。。。。82．8863。、0，363■・．・363・！O…81・・19・

。。。．。。。。。一．。。。。。．。。。。。。．。。。。。。。。。。蝸。。。．。。。。。。．。。。。。1。。。。。。。。。。

。。1．。。。。。一．。。。。。．。。。。。。．。。。。。。。。。。．。。。。。，。．。、。μ。．。。。。。1。。。。。。。。。。

43　　1．02657一．05363一．01777　2．53741　40516．51359　1．01194　1．03209　01083　02028

44　　1．02431一．05179．01655　2．09557　35576．44217　1．01076　1．02982　00983　01912

45　　1．02079一．04475．01420　1．79830　30309．37340　1．O0907　1．02784　00830　01815

46　　1．01915一．04158．01311　1．74610．29254．36220　1．O0842　1．02653．00771　01705

47　　1．02108一．04620．01448　1．75431．29526．36299　1．O0905　1．02854一．00830　01874

48　　1．02396一、05231．01643　1．74930．29378．35987　1．O0997　1．03229．00915　02106

49　　1．01509一、03425．01048　1．51670．23647．28578　1．O0644　1．02134．00595　01486

50　　1．01308一、03039．00915　1．53022．24224．29574　1．00558　1．01869．00516　01302

51　　1．01431一．03313　00999　1．49147．23010．28321　1．00609　1．02073．O0564　01419

52　　1．01471一．03395．01026　1．52456．24005．29609　1．00619　1．02101．O0573－01431

53　　1．01584，．03581．01098　1．50900．23388．29014　1．O0673　1．02340．O0621．O1550

54　　1．O1813一．04002．01248　1．53397．23959．29907　1．O0776　1．02680．O0713．01734

55　　1．01960一．04226．01339　1．53274．23745．29751　1．00843　1．02987．00773．01880

56　　1．02061一．04409．01405　1．53924．23872．29913　1．00883　1．03129－00808．01959

57　　1．02103一．04471．01430　1．52662．23462．29359　1．O0897　1．03282．O0820．02028

58　　1．02178一．04462．01464　1．55268．23919．30052　1．O0932　1．03469．O0849．02090

59　　1．02200一．04497．01477　1．57311．24463．30705　1．00950　1．03462．O0865■．02115

60　　1．02270一．04534．01513　1．56793．24137．30329　1．00979　1．03668．O0889■．02182

平均所得は6．9倍，平均税額は8．6倍になっているが，50年から60年の問には，

平均所得は1．7倍，平均税額は2．8倍で，50年代に入ってからの伸び率は低い。

税引き前のジニ集中度係数とアトキンソン尺度の推移を見ると，40年から次第

にその値が低下し，平等化へと向かい，50年前後に最小値を取ったが，その後

反転し，上昇を続げ，不平等化へと向かっている傾向が見える。税引き後のこ

れらの係数の動きも税引き前のそれらの動きと似通っている。

　前述の8種類の累進度指標を計算した結果が，表6である（但L，E”及

びKについては，ε＝．5とε＝2．5の2つについて計算Lた）。図1，2．3
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図3EP2，X（ε＝O．5，2．5）

EP2
1．04

j≡：1〕2ε＝2．5

0．03 1．03

K∈＝2．5

0．02 1，02

　　　1＝1〕2　ε＝O．5

0－01　Kε；6石へ、・、、　　　　　　　　　　　　　1・01

0
　40 45　　　　　　　50 55　　　　　　　60年

1

は，これらの累進度指標を以下の3つのグループに分げて描いてある。すたわ

ち，（1）五P，P0，Zの3指標。（2）KR只・Sの3指標。（3）EP2，Kの2

指標。（ユ）のグループは不平等係数とLてジニ係数を用いているが，（3）のグルー

プは均等分配等価所得概念によるアトキンソン尺度を用いている。（2）のグルー

プは平均税率の変化によって影響を受げたい，税収の変化に中且的な累進度指

標である。各グループともグループ内の各指標の動きは変化の方向や変化の幅

が極めて似通っている。しかLながら，グルーブ閻の動きを比較すると，（2）の

グルーブは他のグルーブとはやや異なった動きをLており，昭和42，48，50，

51，53，55，57，60年の8回に亙って変化の方向が異なってい飢21年間のう

ち8年も違った動きを示すのでは，累進度指標とLて同一に扱うことはできな

い。なお，その他に58年に1〕0，59年にEP2（ε＝2．5）にそれぞれ1度だげ変

化の方向が（1），（3）グループの他の指標と異なっていたが，変化の幅が極めて小

さく，特に問題とはならないであろう。E別とKとを比較すると，ε＝．5と

ε＝2．5との場合の違いがE〃については，Kの2倍になっており，EP2の
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表7　課税最低隈の累年比較（給与所得者，平年分）

153

（単位：千円，劣）

昭　　独身者　　　夫婦老　　　夫婦子1人　　　夫婦子2人
和　　　　　　　　　　　　；

年金額増加率金額1増加率金額増加率金額増加率
40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

202　　　　13．5　　　　　　360　　　11．5

226　　　　11．9　　　　　　397　　　10．3

281　　24．3　　　　478　　20．4

321　　　14．2　　　　　　534　　　11．7

334　　　　4．0　　　　　　560　　　　些．9

347　　　3．9　　　　587　　　4．8

405　　　　16．7　　　　　　672　　　　14．5

405　　　　0．0　　　　　　672　　　　0．0

451　　　　11．4　　　　　　725　　　　7．9

778　　　　72．5　　　　　1．031　　　　42．2

800　　　　2．8　　　　1．073　　　　4．1

800・　　　O．0　　　　　1・073　　　　　0．0

831　　　3．9　　　1・136　　　5．9

831　　　　　0．0　　　　　1．136　　　　0．0

831　　　　0．0　　　　　1．136　　　　0．0

831　　　　0．0　　　　　1．136　　　　0．0

831　　　　0．0　　　　　1．136　　　　0．0

831　　　0．0　　　1．136　　　0．0

831　　　　　0．0　　　　　1．136　　　　0．0

967　　　16．4　　　1・322　　16．4

967　　　0．0　　　1．322　　　0．0

967　　　0．0　　　1．322　　　0．O

　425　　　　13．0　　　　　　491　　　　15．0

　475　　　　11．8　　　　　　553　　　　12．6

　568　　　19．6　　　　　660　　　19．3

　640　　　　12．7　　　　　　741　　　　12．3

　694　　　　　8．4　　　　　　820　　　　10，7

　74ユ　　　　6．8　　　　　900　　　　9．8

　852　　　　15．0　　　　　1．037　　　　15．2

　852　　　　0．0　　　　1．037　　　　　0．0

　937　　　　10．0　　　　　1．149　　　　10．8

1．309　　　　39．7　　　　1．707　　　　48，6

1．418　　　　8・3　　　　1．830　　　　　7．2

1．418　　　　　0．0　　　　1．830　　　　　0．0

1．569　　　10，6　　　2．015　　　10．1

1．569　　　　0．0　　　　2．015　　　　0．0

1．569　　　　0．0　　　　2．015　　　　0．0

1．569　　　　0，0　　　　2．015　　　　0，0

1．569　　　　　0．0　　　　　2．015　　　　　0．0

1．569　　　　0．0　　　　2．015　　　　0．O

ユ，569　　　　0．0　　　　2，O15　　　　　0．0

1．833　　　　16．8　　　　　2．357　　　　17．0

1．833　　　　0．0　　　　2．357　　　　　0．0

1．833　　　　0．0　　　　2．357　　　　0．O

（注）課税最低限は給与の収入に応じて一定の社会保険料が捜除されているものとして計算されている。

（出所）犬蔵省『財政金融統計月報』（租税特集）各年号o

方がεの値に敏感なことが判る。

　累進度指標の各年毎の推移を考察する前に，わが国の所得税制度の変化を考

察する必要があろう。昭和40年から60年までには所得税の改正が幾たびか行わ

れてきた。まず，表7のように課税最低限でとらえた控除額が40年から52年ま

で（47年と51年を除く）毎年引き上げられてきたが，52年以降は58年まで据え

置かれたままであった。
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表8　最近の主たる税率表の変化
（単位：万円，％）

段1　昭和40年　　　昭和処年　　　昭和45年　　　昭和49年　　　昭和59年
嚢」課税所得1税率課税所得！税率1課税所得税率課税所得税率課税所得税率

1・・一・・i・・一・・…一・・…一・・…一…㏄・

　2　　　　　10r　　10　　　　　30　　　14　　　　　30　　　12　　　　　60　　　12　　　　　50　　12

3」・O：ユ・　60・8　60・…　O・…　0・・
　4　50「20　100　22　90　16　180　16　20017
　5　＝　　　　80　　　　25　　　　150　　　　26　　　　120　　　　18　　　　240　　　　18　　　　300　　21

　6　　　　　120　　　　30　　　　200　　　　30　　　　150　　　　21　　　　300　　　　21　　　　400　　25

　7　＝　　　180　　　　35　　　　　250　　　　34　　　　　200　　　　24　　　　　400　　　　24　　　　　600　　30

・1…1・・・・・・・・・・・・・・・・・・…

、l1l：：！ll　l：：簑　：：1：l　l：：：l　l：1：l　ll

・・r・，…1・・・・・・・・・・・・・・・…，・・…

12　1　2．000　　　　60　　　1．000　　　　55　　　　　500　　　　42　　　1．000　　　　42　　　2．000　　55

13　　　3，O00　　　　65　　　2，OO0　　　　60　　　　　600　　　　46　　　1．200　　　　46　　　3．000　　60

14　■　4．500　　　　70　　　3．000　　　　65　　　　800　　　　50　　　1．500　　　　50　　　5．000　　65

15　　　6・000　　　　75　　　4．500　　　70　　　1・OO0　　　55　　　2・000　　　　55　　　8・000　　70

16　　　■500752・00060300060171　　　　　　　　　4，O00　65　4．000　65
。。：　　　　　　。，。。。。。。，。。。。。

・・1　　　　　・・・・・・・・・…
（注）第1段階を除いて各段階の課税所得を超える所得額について当該税率が適用される。

（出所〕表7に同じo

　これに対L，税率表は40年代前半には小幅な改訂が幾たびかなされたが，主

なものは仏一45年，48－49年，59年の改訂であった（表8参照）。特に，50年

から58年までは税率表は全く改訂されなかった。わが国の現行所得税の基本的

な税率構造は，10．5％の最低税率適用所得階級から70％の最高税率適用所得階

級まで納税者の限界負担能力に応じてなめらかに負担が累増していく形で，課

税所得の低い階層では適用隈界税率の上昇幅が1．5％，2％，3％，4％と小

刻みに広がって行くが，中位所得階層以降は5％づつ適用隈界税率が引き上げ

られるようになっている。最低税率から最高税率に至る税率の適用所得区分の
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刻みは15段階であり，59年以前の19段階に比べれぱ，幾分減ったが，それでも

依然としてかなり小刻みな，Lかも累進性の強い税率構造となっている。

　このような所得税制度のもとで，各グループの累進度指標はどのような動き

を示しているであろうか。（2）のグループのK片P，5は税率表の改訂に極め

て敏感であり，図2からもわかるように税負担の軽減を目指した税率表の大幅

な改訂があった昭和坐，45，49年に累進度が大きく低下している。59年の税率

表改訂は適用所得区分の刻みを15段階に減らL，簡素化を図っているが，減税

を目的とした税率の大幅な変更はなく，そのため累進度にはそれほど影響が出

ていない。課税最低限の引き上げは税率表の改訂と同時に行われることが多く，

両者の効果を明確に区分することは出来ないが，（2）グルーブの指標は課税最低

隈の引き上げによっては余り影響を受けていないように思える。

　これに対し，（1）と（3）のグループは税率表の改訂や課税最低隈の他に，平均所

得の上昇や所得分配の変化によっても影響を受げている。45年や49年のように

減税を目的とした大幅な税率表の改訂が行われた場合，累進度が相当低下Lて

いるが，やはり59年の改訂による影響は余り無い。課税最低隈の引き上げは本

来，累進度を上昇させるはずであるが，同時に行われる税率の改訂による累進

度の引き下げの効果が上回っているためか，その効果が現われないパ1）と（3）の

グループの指標が（2）グルーブの指標と大きく異なるのは，50年代に入ってから

の動きであ孔すなわち，税率や課税最低隈が比較的固定されたままであった

50年代でも，所得が上昇し，所得分配が不均等化し，不平等係数が上昇してい

たため，累進度は徐々に高まってきたのである。

］V．税率構造の累進性におげる問題点　一むすびにかえて一

　わが国の現行所得税の税率構造は，国際的にみて累進度が高いと言われてい

る。1釧税率構造のフラヅト化が進んでいるイギリスやアメリカに比較すると，

70％の最高隈界税率は高く，最低限界税率との差は59．5％にも達している。し
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かも，わが国の場合，税率適用区分（ブラケット）数が15と非常に多い。ブラ

ケット数が多いことぱブラケットの幅が狭いことにつながり，それは課税所得

の増加によって適用される隈界税率の高いブラケットヘ這い上がる（ブラケッ

ト・クリープ）のスピードを速めることになる。ωとくに，インフレが急激に

進行している状況ではこの影響は深刻である。

　しかしながら，以上のような強い累進的税率構造も，実際にはかなり大幅に

緩和されているのである。というのは，あらゆる種類の所得がすべて課税所得

に入れられるという包括的総合所得税の前提がみたされていないからである。

例えぱ，利予・配当所得については非課税や分離課税により大幅な課税べ一ス

からの脱落があり，さらに，土地建物の長期譲渡所得の分離課税によって，特

に高額所得階層の税負担が大幅に軽減されて累進性を緩和しているのである。

その上，以上のような税負担の垂直的公平に関する問題とは別に，いわゆる各

種所得間の水平的公平の問題が存在する。所得間の捕提率には明瞭な差が存在

L，源泉徴収される給与所得は申告所得に比べて把握率が高いのである。

　以上のような点を考慮すると，累進性の高い現行の税率表を完全に適用され

ているのは給与所得であって，それ以外の所得は実質的には適用されておらず，

むLろわが国の現行所得税の実態は所得の異質性を認識した分類所得税に近い

のである。従って，税率構造の累進性が特に問題となるのは主に給与所得たの

である。第皿節で累進度の測定を給与所得について行った理由はそこにある。

分配概念による累進度指標のうち（1）と（3）グループの指標は昭和50年以降，着実

に上昇を続げており，これは上記のブラケヅト・クリープに起因するところが

非常に大きく，給与所得に対Lては，特に中堅所得層に対しては税率構造の累

進性の緩和を図る必要があろう。しかL，所得再分配効果を犠牲にしてまで高

額所得に対する限界税率を大幅に引き下げる必要はあまりないと思われる。給

与所得納税老のうち年収500万円以下の考は79．1％，一年収800万円以下の考は

95．2％（昭和60年）であり，給与所得者の犬部分が年収800万円以下の老であ

　156



　　　　　　　　　　　　　　　税率構造の累進性　　　　　　　　　　　　　157

り，大多数の納税者の集中する所得階層に対して恩い切って累進構造を緩和す

べきであって，給与所得にとっては実質的な存在意義のない高額所得に対する

隈界税率までも引き下げる必要性は認められないのである。むしろ，給与所得

以外の所得に対する非課税・分離課税などの各種の緩和措置を減らし，各種所

得間の掩捉率をバランスさせ，水平的公平を図ることが望ましい。

　最後に所得税率構造の累進性における間題点との関連で，本論文で扱った累

進度指標の有用性について結論的に述べておこう。各累進度指標はそれぞれの

特徴と意義を持ち，累進度を測定する唯一の正しい指標と言うものは存在しな

いであろう。本論文で明らかにしたような各々の指標の特徴と含意を十分に理

解し，いくつかの指標を利用することが必要であろう。しかし，政策的な観点

からすれぱ，局所的指標については残余所得による累進度が，分配概念による

指標については（1）と（3）のグループによる指標が有用であろう。税率構造そのも

のの累進性を問題とするその他の累進度指標では，所得分配に及ぽす影響を考

慮しておらず，わが国で特に問題となるブラケット・クリープによる影響を把

握することが出来ないからである。

注（1）Pigou（1947）Part　II．Ch．IIを参照。MusgraveはMusgr洲e＆Musgrave

　　（1980）の中では，この基準を取り除いている。統計データでは所得階層に一定の

　　幅が設けられているため，笑際に隈界税率による累進度を計測するには困難な点が

　　多く，実証的な観点からすれば，利周価値は低い。

　（2）昭和50年のデータからは所得階層区分は固定されたままであるが，局所的累進度

　　指標にはそれほど犬きな変化はみられない。

　（3）この関係の導出は，Kakuwani（1976）を参照のこと。

　（4）Liu（1985）pp．397－398を参照。

　（5）スーツ指標は，Guthrie（1979）やKienzle（1980）によって更に発展されてき

　　ている。

　（6）　戸一レンツ曲線の滑らかさを出し，もう少L正確なジニ集中度係数を計算する方

　　法としてはcubic　spline法が考えられる。詳細はPagliI1（1975）を参照。

　（7）7トキソソソ尺度の不平等回遼の程度を表すバラメータεの値を大きく取ると，

　　グループ化の方法による影響が犬きくなり，繕果は統計的に信頼できないものに愈

15？
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　ってしまう。したがって，εについてはなるべく小さな値を取る方がよい。Ato・

　kinson（1970）では，εはO．5から2．5が合理的な範囲であるとしている。それゆえ，

　本論文ではεの値としてO．5と2，5を敢った。

（8）一次式による租税関数の場合，定数項切は税額控除額であり，厳密には

　　　　r＝α十6（γ一1〕）

　（Dは所得控除額）で表現されるが・α一ωを簡略化の牟め定数項と想定して・分

　析を進める。

（9）所得階層区分などが異なり，単純な比較は出来ないが，分配概念による国際比較

　は，Kakuwani（1976），Suits（1977b），OECD（ユ98ユ），Formby，Seaks，and　S㎜itb

　（1984）等を参照。

㈹　そのため，所得の増加割合以上に所得税の増加割合カミ多いという不平・不溝が生

　じることになり，しかも所得税の他に同じ傾向のある住民税が加わり，その上，社

　会保険料も加わるので，こうLたものを差L引いた手取り収入が増えないという不

　平・不満が一層強まるのである。

（灘鶴籔望野人鯛会より研究離費の援助を受けたことを）
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